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委員会報告第 ９ 号 

 

 

総 務 財 政 常 任 委 員 会 報 告 書  

 

令和４年６月２１日第２回定例会における議決に基づき、当委員会の所管につい

て調査した結果を下記のとおり報告する｡ 

 

 

令和 ４ 年１１月２４日  

 

 

 七飯町議会議長 木 下   敏  様 

 

 

総務財政常任委員会       

委員長 池 田 誠 悦   

 

記 

 

【所管事務調査事項】 

 ・移住定住対策の現状について 

 ・防災対策の現状について 

 

令和４年６月３０日、８月２２日、９月６日、１１月２日、２４日の５日間、

委員会を開催し、政策推進課長、情報防災課長の出席を求め、提出資料に基づい

た説明の聴取を行った。 

また、１０月１７日から２０日までの４日間、福岡県筑後市と鹿児島県鹿屋市

での行政視察を行った。 

 

１．調査の目的 

 移住定住対策の現状については、移住者の現状や移住者及び子育て世帯に向け

た施策の現状について調査を行った。 

防災対策については、過去の災害の発生状況や避難訓練の実施状況について調
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査を行った。 

 

２．調査の方法 

 移住定住対策の現状については、町及び近隣市町における移住者や子育て世帯

に向けた支援策一覧、移住者の推計に関する資料の提出を求め、政策推進課長へ

の聴取を行った。 

また、早期から移住定住に対する施策を行っている福岡県筑後市を視察先とし

て訪問し調査を行った。 

 防災対策の現状については、過去の災害の発生状況、避難訓練の実施状況、防

災ハザードマップに関する資料の提出を求め、情報防災課長への聴取を行った。 

また、これまでに幾度も台風等による豪雨災害に見舞われてきた鹿児島県鹿屋

市を視察先として訪問し、現地調査を含め調査を行った。 

 

３．移住定住対策の現状について 

（１）当町における移住者や子育て世帯に向けた支援策について 

 当町ではこれまで、高校卒業までの医療費自己負担額助成などの効果により、

子育て世帯の移住者が多い結果から社会増となっており、今後も子育て世帯を

中心に、移住地として選ばれるような施策を行っていくとのことであった。現

在の当町における主な支援策は【表１】のとおりである。 

【表１】 

区分 概要 

子育て支援 

高校卒業までの子及びその子を扶養するひとり親の保険対象分医療

費の自己負担額を助成 

町内の民間学童保育クラブの入所児童１名につき、月最大４，００

０円の保育料減免補助金の支給 

町内の小中学校に通学している児童生徒の給食費について、同一世

帯の第２子を半額、第３子は無料になるよう減免 

就学前の５歳児を対象に５歳児健診を実施 

新生児の難聴の早期発見のため、新生児聴覚検査費用の一部助成 

就業創業支援 

新規就農を希望する人への情報提供等を行うためのワンストップ窓

口を設置 

介護職員初任者研修を受講し、町内に所在する介護保険事業所等に

３か月以上継続して就労している方に受講料の一部を助成 

土地住宅支援 七飯町空き地空き家バンクによる物件情報の提供 
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合併処理浄化槽の設置に要する経費への補助 

特定空家等に認定された住宅等の解体費用を補助 

  

（２）他市町における移住者や子育て世帯に向けた支援策について 

 近隣の市町においても、高校生までの医療費無償化を実施するなど共通した

支援策も多く見られた。近隣の市町の主な支援策は【表２】のとおりである。 

【表２】 

函館市 

子育て支援 

特定不妊治療及び不育症治療を行った夫婦に対し治療費

の一部助成、相談支援を行う窓口の設置 

３歳未満の保育料、第２子以降無料（所得制限あり） 

土地住宅支援 

函館駅前、大門地区において、自らが居住するために新

たに土地を購入し、新築または購入する方への補助 

移住者が定住のために取得した空き家改修費用の一部補

助 

北斗市 

子育て支援 

妊娠中または産後６か月以内で、母親が体調不良の時な

どに無料でヘルパーを派遣 

第２子以降の学校給食費無料 

就業創業支援 
市内の空き店舗等を利活用する事業者に対し、改築費用

等を一部補助 

土地住宅支援 空き家バンク物件の購入費・改修費・解体費等を補助 

鹿部町 子育て支援 
幼稚園、小中学校における教材費の完全無償化 

不妊治療及び不育症に関する治療 

森町 子育て支援 
不妊治療及び不育症に関する治療や検査費用の一部助成 

小学校の修学旅行にかかる保護者の費用負担金助成 

 

（３）移住者の推計 

令和３年における道内からの転入者は函館市からの移住者が最も多く、次い

で北斗市、札幌市となっている。道外からの転入者は東京都からの移住者が最

も多く、次いで神奈川県、千葉県と関東圏からの移住者が多くなっている。 

また、現在は新型コロナウイルス感染症の影響により、移住希望者が現地を

訪れることが難しくなっているため、オンラインでの移住相談を実施している。 

 

４．防災対策の現状について 

（１）災害種類別の災害発生状況について 

 平成３０年の胆振東部地震により、生乳の廃棄や一部施設で軽微な被害が確
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認された。また、町内全域で発生した停電への対応のため自主避難所を開設し、

延べ２６６名の避難があった。 

風水害の被害については、平成３０年の台風２１号や本年８月の豪雨により、

道路の冠水や河川からの越水、農作物への被害などが発生している。 

（２）災害種類別の避難訓練の実施状況 

 火山噴火災害を想定した避難訓練を平成１３年度より実施しているが、地震

被害及び風水害については、避難訓練を実施していない。 

 また、町内各学校における防災訓練の実施支援や、町内会や社会福祉協議会

等の防災学習会へ講師を派遣している。 

 

５．事務調査のため委員の派遣を行った。 

 （１）調査事項   移住定住対策の現状について 

           防災対策の現状について 

 （２）派遣期間   自 令和４年１０月１７日 

           至 令和４年１０月２０日 

 （３）派 遣 先   福岡県筑後市 

           鹿児島県鹿屋市 

 

【行政視察調査】 

１．福岡県筑後市の概要 

 筑後市は、福岡県の南部に広がる筑後平野の中心にあり、東西７．５ｋｍ、南

北８．２ｋｍ、面積４１．７８ｋ㎡のほぼ平坦な地形となっている。八女郡の山

間部に端を発した矢部川が市の南部を流れ、それに沿って船小屋温泉郷が形成さ

れている。恵まれた水、温暖な気候と肥沃な土地を生かし、古くから米、麦、梨、

ブドウ、八女茶をはじめとして農業が盛んに行われてきた。 

 また、平成２３年３月には九州新幹線が博多から鹿児島中央まで全線開通し、

筑後市においても「筑後船小屋駅」が開業し、駅周辺には、県営筑後広域公園や

九州芸文館、ＨＡＷＫＳベースボールパーク筑後などの整備も進み、今後ますま

すの発展が期待されている。 

２．筑後市における移住定住対策の状況 

（１） 筑後市の人口推移について 

筑後市は、交通の利便性がよく、買い物する場所や病院といった生活に欠か

せない施設が揃っており、生活環境が良いことから結婚を機に新生活の場とし

て選ばれてきたためこれまで社会増が続いてきた。 
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また、平成２２年以降は死亡数が出生数を上回る自然減の状態となっている

が、令和２年における合計特殊出生率は１．６０と全国平均の１．３４と比較

し非常に高い数値を示している。 

（２）移住定住対策のプロモーション活動について 

筑後市では、近隣の７市町で「筑後七国」として連携し観光や産業振興を図

っており、それぞれの特色を活かした「〇〇のくに」というキャッチコピーを

つけて様々なプロモーション活動を行っている。筑後市は「恋のくに」として

市のプロモーション活動を行い、それに合わせて移住定住対策のプロモーショ

ン活動を進めている。 

プロモーション活動に使用するパンフレット等は基本的に担当課が作成し、

その際にはＰＲキャラクターである「はね丸」を活用している。全職員が利用

できる庁舎内のフォルダに様々なパターンの「はね丸」を保管し、全職員が自

由に使用できる環境を整えることで、それぞれが統一感を持ちながらも自由な

発想で作成を行い、ターゲット層を捉えたパンフレット等の制作を行っている。 

（３）筑後市における移住定住に関する取組について 

筑後市では、平成２５年３月に筑後市定住促進行動計画を策定し、他市町に

先駆けて様々な移住定住の取組を進めており、令和４年度現在の主な定住支援

事業は【表３】のとおりである。 

【表３】 

主な定住支援事業 令和３年度決算（千円） 令和４年度予算（千円） 

結婚サポートセンター事業 １，８４８ １，９４０ 

結婚新生活家賃支援事業 １５，７２８ ２１，１４６ 

多子出産祝い金事業 ３，９００ ４，２５０ 

マイホーム取得支援事業 １８，３０１ １８，４２０ 

定住促進プロジェクト事業 １，３２７ ２，４８２ 

素敵な出会い応援事業 ４，０１５ ４，６５５ 

移住支援補助事業 ６００ ２，０００ 

奨学金返還支援事業 ０ ６，１００ 

計 ４５，７１９ ６０，９９３ 

 

「ちくごで育てる（安心して子どもを産み、育てられるまちをつくる）」を重

点政策として、希望どおり結婚・出産・子育てすることができる環境を実現で

きるよう市が一体となって施策を行っている。 
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結婚新生活家賃支援事業や結婚サポートセンター事業などの取組により、結

婚や新生活を機に移住する人をサポートし、多子出産祝い金や筑後市臨時特別

出産祝い金、奨学金返還支援事業など、既に筑後に住み、子どもを育てている

方へ向けた施策も行うことで安心して子育てを続けてもらう環境を提供してい

る。 

筑後市の担当者からは、社会増により人口を増やすことはもちろん重要なこ

とであるが、出生率を上げることこそが人口対策の本質と捉えて施策を展開し

ているという話が聞かれたが、筑後市の合計特殊出生率からも施策の効果が現

れていることを感じた。 

 

３．鹿児島県鹿屋市の概要 

  鹿屋市は、九州南東部、鹿児島県大隅半島のほぼ中央に位置した人口約１０万人

の中核都市であり、大隅地域の交通・産業・経済・文化の拠点となっている。市

域北部には日本の自然百選にも選ばれている壮大な高隅山系、その南側には、国

営第１号の畑地かんがい施設を持つ笠野原台地や肝属平野が広がっている。 

 

４．鹿屋市における防災対策の状況 

（１）鹿屋市の地域特性について 

 鹿屋市は、火山灰土壌で形成されている上に急傾斜地や崖地などが多く、ま

た、年平均４個の台風の影響を受けるなど降雨災害の影響を受けやすい立地と

なっている。令和２年７月の豪雨では、１時間に１０９．５ｍｍの観測史上一

番の雨が降るなど、台風や雷雨に伴う一時的な豪雨が多く、浸水や家屋倒壊な

どの災害を起こす最大の要因となっている。 

（２）鹿屋市での災害対策について 

過去の集中豪雨により、市内中心部の肝属川沿いをはじめ、市内のいたると

ころで家屋の流失や全壊・半壊のほか、床上浸水やがけ崩れが発生し甚大な被

害に見舞われていたことから、肝属川を市街地の上流で分岐し、トンネルを通

して下流で再度合流させる大規模な治水対策事業を行っていた。この大規模な

治水対策事業により、近年の観測史上一番の豪雨時にも整備実施地区では洪水

に起因する被害はなかったとのことであり、過去を教訓に先手を打った対応を

実施し、被害を未然に防いでいることを実感した。 

（３）鹿屋市での災害発生時の対応について 

 鹿屋市では、過去の災害を受けて防災マップの更新や自主防災組織等の支援、

災害対策本部機能の強化、指定避難所の見直しなどを行っており、避難所につ
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いては、避難所マニュアルをすべての避難所別に作成し、どの職員がどこの避

難所に配置されても避難所の運営がしやすいよう工夫されていた。さらに、市

独自の要綱により、「届出避難所」という制度を設けており、これは町内会や民

間施設などが自主的に設置する避難所であり、市へは人数等の報告のみで市の

職員は設置に携わらないとのことであった。 

 また、大阪大学と連携し「災救マップ」を令和３年７月から運用を開始した

ことで、開設している避難所の位置や混雑状況をスマホ等で知ることができる

ようになり、避難の際の一助となるほか災害対策本部での二次避難所開設の判

断にも有効であったとのことであった。 

 

６．まとめ 

 移住定住対策の現状については、当町においても様々な施策を行っているが、

他市町と比較し特筆すべき施策を実施できていないなど課題も残る。筑後市の移

住定住対策は市単独の事業だけではなく、近隣の八女市及び広川町の３自治体が

連携し、婚活イベントの企画実行や結婚サポートセンター事業を実施しており、

また、結婚新生活家賃支援事業については、福岡県で広域連携事業として事業申

請することで対象者への補助上限額を引き上げるなど、県全体でも移住定住対策

を積極的に推進している印象を受けた。このような広域での取組は、函館市や北

斗市と生活圏を同じくする当町においても大いに参考になる取組であった。 

出生率の向上に資する対策も含め、今後の移住定住対策のより一層の推進を望

むものである。 

 防災対策の現状については、鹿屋市では、地域防災マネージャーを防災対応の

安全安心課長として登用しており、職員に対し公費での防災士資格の取得を推進

するなど、非常に防災に対する意識が高い。 

また、全戸へ配布している防災マップへ「我が家の防災メモ」というページを

設けていたり、住民が自主的に避難所を開設する届出避難所制度が実施されるな

ど、住民の防災に対する関心も高いことが伺えた。古くから台風等により大規模

な災害に見舞われてきた歴史があるからこその意識の高さであると感じたが、近

年では、当町でも一時的な豪雨により被害が発生するなど、いつ、大規模な豪雨

被害に見舞われてもおかしくないことから、今後は、町としての防災意識を高め

ていくことを望むものである。 
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